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 上記～以外の無線設備

 電波の発射範囲の確認
 同一の筐体に収められた全ての無線設備に関し、
申込設備及び上記～で申告した無線設備の工
事設計の範囲外の電波を発射しないことを確認し
た。

［注１～11 略］ ［注１～11 同左］
12 ６の欄は、次によること。 12 ６の欄は、次によること。
 は、第２条


第１項第57号又は第57号の２に規定する地上基幹放送局に使用するた
めの無線設備の場合は、設備規則別図第４号の８の８において当該無線設備に適用さ
れる搬送波の周波数からの差が±436MHzにおける平均電力Ｐからの減衰量の値を
記載すること。

 第２条


第１項第57号又は第57号の２に規定する地上基幹放送局に使用するための無
線設備の場合は、設備規則別図第４号の８の８において当該無線設備に適用される搬
送波の周波数からの差が±436MHzにおける平均電力Ｐからの減衰量の値を記載す
ること。



は、申込設備に関し、１の欄から５の欄までの記載事項以外の工事設計について、

電波法第３章に規定する技術基準に適合していることを申込者が確認し、にレ印を

付けること。




１の欄から５の欄までの記載事項以外の工事設計について電波法第３章に規定する
技術基準に適合している旨を記載すること。

なお、第２条第１項第57号の２に規定する地上基幹放送局に使用するための無線設

備の場合は、当該無線設備を構成する送信装置、受信装置又は中継線若しくは連絡線

に接続する分配器等に接続する設備規則第37条の27の10の２に規定する有線テレビ

ジョン放送施設等からの影響により、当該無線設備を構成する送信装置又は受信装置

の電気的特性に変更を来すこととならないことを説明した書類を添付すること。


なお、第２条第１項第57号の２に規定する地上基幹放送局に使用するための無線設
備の場合は、当該無線設備を構成する送信装置、受信装置又は中継線若しくは連絡線
に接続する分配器等に接続する設備規則第37条の27の10の２に規定する有線テレビ
ジョン放送施設等からの影響により、当該無線設備を構成する送信装置又は受信装置
の電気的特性に変更を来すこととならないことを説明した書類を添付すること。

 は、第２条


第１項第57号の４に規定する地上基幹放送局に使用するための無線設
備の場合は、設備規則別図第２号において当該無線設備に適用される搬送波の周波数
からの差の絶対値が200kHz以上300kHz未満及び300kHz以上における平均電力Ｐか
らの減衰量の値を記載すること。

 第２条


第１項第57号の４に規定する地上基幹放送局に使用するための無線設備の場
合は、設備規則別図第２号において当該無線設備に適用される搬送波の周波数からの
差の絶対値が200kHz以上300kHz未満及び300kHz以上における平均電力Ｐからの減
衰量の値を記載すること。



微弱無線設備とは、電波法第４条第１号に規定する発射する電波が著しく微弱な無

線局の無線設備をいう。


［新設］



同時申込の無線設備とは、申込設備と同一の筐体に収められた他の無線設備のうち、

当該申込設備と同時に同一の登録証明機関又は承認証明機関に対し、技術基準適合証

明又は工事設計認証の申込をしている無線設備をいう。


［新設］
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